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第二次世界大戦勃発
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46　第 1 章  近代日本の形成

地租改正と
殖産興業

　地租改正の目的と，産
業の発達がどのように進
められたのかについて考
えよう。

1発行銀行券の正貨兌
だ

換
かん

を義
務づけたため，東京（第一）・
横浜（第二）・新潟（第四）・大
阪（第五）の国立銀行が設立さ
れるにとどまった。いずれも
豪
ごう

商
しょう

や地主が設立したもので，
国営の銀行ではない。

2政府の保護をうけて，金融・
運輸・貿易などで，ばく大な
利益をおさめた特権商人。

【富岡製糸場】　富岡製糸場では，士族の子女など約
200名の工女がフランス人技師から技術を教わった。
まゆから 1 本の長い繊維を取りだしてよりわける製
糸は，手工業の段階から工場制の段階に移行した。

【地券】　登記法が制定される
1886年まで，地券によって土
地の所有権が証明されていた。

 政府は，1871（明治 4）年に田
でん

畑
ぱた

勝
か っ て

手作
づくり

を許可し，

翌年には土地の永
えい

代
たい

売
ばい

買
ばい

の禁をといた。そして，

地主と自作農に地
ち

券
けん

を交付して，所有権を明確にした。ついで1873年，

地租改正条例を公布した。地租改正の要点は，（1）旧年
ねん

貢
ぐ

が土地の石
こく

高
だか

，すなわち公定の収穫量を基準にして課せられたのに対し，地価（土

地の価格）を課税基準とする，（2）税率は豊
ほう

凶
きょう

にかかわらず一律に100

分の 3とする，（3）納税はすべて金納とする，（4）地租は地券を交付さ

れた土地所有者が納めることとする，などである。

　この土地改革は，中小農民や小作農が，その犠
ぎ

牲
せい

となる結果を生ん

でいったため，各地で地租改正反対一
いっ

揆
き

が起きた。政府は，おりから

の士
し

族
ぞく

反乱と一揆とが結びつくことをおそれ，1877年，やむなく地租

率を地価の100分の 3から2.5に引き下げた。

　地租改正によって，政府は，全国の地租を統一し，豊凶にかかわら

ず一定の収入を現金で得ることとなった。この地租は，全体としてそ

れまでの政府の歳入が減ずることのないように定められた。これによ

って政府の財政の基礎はかためられた。

 政府は地租改正をおこなう一方で，商工業を発達

させ，諸政策（殖
しょく

産
さん

興
こう

業
ぎょう

政策）をつぎつぎにおこな

った。1871（明治 4）年，新貨条例が発布され，円・銭
せん

・厘
りん

の単位が定

められた。金を基準通貨とする金本位制がめざされたが，実質的には

銀貨も使用したので金銀複本位制であった。1872年には国立銀行条例 

が制定された。

　こうした金融制度の整備に加えて，政府みずから

近代的な機械や技術を輸入して，軍事工業をはじめ，

繊
せん

維
い

，化学，農林，牧
ぼく

畜
ちく

，鉱山など，広
こう

範
はん

な部門に

官営模
も

範
はん

工場を設立した。とくに，当時の最大の輸

出品は生
き

糸
いと

であったことから，新しい技術を身につ

けた繰
くり

糸
いと

工
こう

女
じょ

を養成して，各地に工場をつくるため，

群馬県の富
とみ

岡
おか

製糸場をはじめとする模範工場の設立

に力を入れた。これらの官営工場の多くは，のちに

三
みつ

井
い

，三
みつ

菱
びし

などの政
せい

商
しょう

に払い下げられ，日本におけ

る財
ざい

閥
ばつ

形成の一つの基礎となった。

地租改正の実施

殖産興業政策

1

2

（→p.58）
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2地租でいえば，ほぼ 2町歩
以上の地主にあたり，人口の
約 1％にすぎなかった。

4戸主は原則として男性とさ
れ，家族の婚

こん

姻
いん

に対する同意
権，家族の居所指定権など，
強力な権限（戸主権）を持った。

【大日本帝国憲法下の政治機
構】　内閣の外に，皇室の事務
を担う宮

く

内
ない

大臣や天皇を補佐
する内大臣をおき，宮中と府
中（政府）の別を明確にした。

天皇を非公式に補佐

天皇側近として輔弼

皇室の財産管理・華族の監督

天皇の諮問にこたえる機関
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臣　民

天　皇

統帥

任命 任命

選挙

任命解散

3帝国大学教授の穂
ほ

積
づみ

八
や

束
つか

は
「民法出

い

デテ忠孝亡
ほろ

ブ」と批判
し，法学者のあいだで民法典
論争が展開された。

【憲法発布を祝う人々】

　元老は，憲法に規定のな
い，天皇を補佐する政界の
長老である。総理大臣の選
任，宣戦・講和など国家の
もっとも重要な政務につい
て，天皇や政府へ助言をお
こなった。当初は元

げん

勲
くん

とよ
ばれ，伊藤博文，黒

くろ

田
だ

清
きよ

隆
たか

，
山
やま

県
がた

有
あり

朋
とも

，井
いの

上
うえ

馨
かおる

ら，明治
維新の功労者である薩

さっ

長
ちょう

出
身の指導者が就任した。大
正期に桂

かつら

太
た

郎
ろう

と西
さい

園
おん

寺
じ

公
きん

望
もち

が加えられた。
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免
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老
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うけた人物が天皇から任命される慣行がとられた。
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老
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には記されている。

　きびしい生活に耐えられず短期間に工場を去っ

た工女のなかには，郷里に帰ることもできず工場

を渡り歩いたすえに，貧
ひん

民
みん

窟
くつ

に身を落とす者もい

た。結
けっ

核
かく

などで亡くなる者や，帰郷を余
よ

儀
ぎ

なくさ

れる者も多かった。家計を助け，嫁入り支
じ た く

度もす

ませて帰ることができたのは，健康で仕事の技量

にもたけた，幸運な少女たちだけだった。

おもな近代文学

坪
つぼ

内
うち

逍
しょう

遙
よう

『小
しょう

説
せつ

神
しん

髄
ずい

』

二
ふた

葉
ば

亭
てい

四
し

迷
めい

『浮
うき

雲
ぐも

』

北
きた

村
むら

透
とう

谷
こく

『文学界』

国
くに

木
き

田
だ

独
どっ

歩
ぽ

『武
む さ し

蔵野
の

』

島
しま

崎
ざき

藤
とう

村
そん

『若菜集』『破
は

戒
かい

』

田
た

山
やま

花
か

袋
たい

『蒲
ふ

団
とん

』『田
い な か

舎教
きょう

師
し

』

夏
なつ

目
め

漱
そう

石
せき

『吾輩は猫である』

森
もり

　鷗
おう

外
がい

『舞
まい

姫
ひめ

』『即興詩人』

与
よ

謝
さ

野
の

晶
あき

子
こ

『明星』『みだれ髪』

正
まさ

岡
おか

子
し

規
き

俳句革新運動

石
いし

川
かわ

啄
たく

木
ぼく

『一
いち

握
あく

の砂』

「口べらし」された少女たち
　一

いち

葉
よう

宅を訪れた青年たちのなかに，のちに『日

本之下層社会』を著す横
よこ

山
やま

源
げん

之
の

助
すけ

の
（→p.88）

姿もあった。

横山は，戦争や産業革命に翻
ほん

弄
ろう

される人々の生活

や労働の様子をルポルタージュしていた。

　横山は，地主への小作料や肥料代の高
こう

騰
とう

などで，

土木工事や養
よう

蚕
さん

地方への出
で

稼
かせ

ぎなどで家を支えな

ければ成り立たない，当時の小作農の暮らしぶり

にも注目していた。紡
ぼう

績
せき

木綿の浸
しん

透
とう

で農家の副業

だった機
はた

織
おり

りはすたれ，農家に生まれた少女たち

は小学校の卒業も待たずに，製糸工場や紡績工場

に「口べらし」のためにも働きに出された。粗
そ

末
まつ

な

食事，夜業もふくんだ長時間労働，そうした苛
か

酷
こく

な労働を強いられる工
こう

女
じょ

は，「その日の生活だに

も堪
た

えざる貧家の児」であると『日本之下層社会』

【木綿工場で
働く工女た
ち】（明治20
年代）

【『若
わか

菜
な

集
しゅう

』】（1897年） 【『明
みょう

星
じょう

』創刊号】
（1900年）

【『即
そっ

興
きょう

詩
し

人
じん

』】
（1892-1901年）

【『吾
わが

輩
はい

は猫
ねこ

である』】
（1905-06年）

【『みだれ髪』】
（1901年）

自然科学の発達
分野 人名 業績
医学 北

きた

里
さと

柴
しば

三
さぶ

郎
ろう 破傷風血清療法・ペスト菌発見，

伝染病研究所創設

志
し

賀
が

潔
きよし 赤痢菌の発見

野
の

口
ぐち

英
ひで

世
よ 梅毒の病原体の培養に成功，黄

熱病の研究
薬学 高

たか

峰
みね

譲
じょう

吉
きち アドレナリンの発見，タカジアス

ターゼの創製

鈴
すず

木
き

梅
うめ

太
た

郎
ろう ビタミンB1（オリザニン）の創製

天文学 木
き

村
むら

栄
ひさし 緯度変化のZ項の発見

地震学 大
おお

森
もり

房
ふさ

吉
きち 大森式地震計の開発

物理学 長
なが

岡
おか

半
はん

太
た

郎
ろう

 原子模型の理論を発表
植物学 牧

まき

野
の

富
とみ

太
た

郎
ろう 日本の植物に学名をつける

化学 下
しも

瀬
せ

雅
まさ

允
ちか 下瀬火薬の創製
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ピョンヤン

ソウル

プサン

おもな三・一独立運動の
発生地点

朝

鮮

0 200km

3日本政府はそれまでの武断
政治を緩

かん

和
わ

して，朝鮮総督の
武官制を文・武官の併用に改
め，ハングルによる新聞の発
行を認めたが，実際に朝鮮総
督になった文官はいなかった。

【三・一独立運動が起こった地
域】　

【五・四運動】　天安門前での集会。学生たちは連日，民族の危機，
日本製品の不買などを訴えた。

【三・一独立運動】　パゴダ公園には，三・一独立運
動の様子を描いたレリーフがつくられた。

白
しら

樺
かば

派の美術・

民芸評論家である柳
やなぎ

宗
むね

悦
よし

は，三・一独立運動に

ついて，つぎのような一文を新聞によせた。

「余
よ

は御
おん

身
み

等
ら

の故国の芸術を愛し，人情を愛し，

その歴史が嘗
な

めた淋
さび

しい経験に同情を持つ一人

である。朝鮮の人々よ，よし余の国の識者の凡
すべ

てが御身等を罵
ののし

り，又御身等を苦しめる事があ

っても，……吾
われ

々
われ

の国が正しい人道を踏
ふ

んでい

ないと云
い

う明らかな反省が吾々の間にある事を

知ってほしい。」（『読売新聞』1919年 5月，寄稿）

　柳は，日本の朝鮮支配をきびしく批判し，朝

鮮民族の心に理解をしめそうとした数少ない一

人であった。柳には，朝鮮の文化を弱々しいも

のとみる観点もあったが，朝鮮の陶芸や美術に

深い関心をよせていた。

　1922（大正11）年，朝鮮総督府は総督府庁舎建

設にともない，李
り

王朝を象徴する景
キョン

福
ボッ

宮
クン

の正門

（光
こう

化
か

門
もん

）の取りこわしを発表した。柳はこれに

反対する文章を雑誌『改造』に載せた。柳の文章

は朝鮮語と英語に訳され，朝鮮や世界で反対世

論がまき起こり，門は移築されたものの，保存

されることになった。

けいふくきゅう

柳宗悦「朝鮮人を想う」

【光化門の取
りこわしを
報じる新聞】

数の死傷者が出たが，独立運動はその後も長く続けられた。

　中国は第一次世界大戦に参戦して連合国に仲間入りし，パリ講和会

議に代表を派遣して，日本の二十一か条要求の破棄を求めた。講和会

議で破棄の要求が否決されると，1919年 5月 4日，北
ペ

京
キン

の学生は天
てん

安
あん

門
もん

前で集会を開き，二十一か条の要求の破棄，山東省権益の返還など

を要求し，日本および中国政府に抗議運動を起こした（五・四運動）。

北京での学生の運動がきっかけとなり，三・一独立運動にも刺激され

て，講和会議や日本に抗議する運動が中国全土に広がった。こうした

なかで，中国はヴェルサイユ条約の調印を拒否した。

　帝国主義からの解放をめざす動きは，さらにインド，インドネシア，

ベトナムなど，アジア各地に広がった。インドでは，イギリスの植民

地支配に対して，ガンディーによる非暴力・不服従運動がおこなわれ

た。
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　中国は第一次世界大戦に参戦して連合国に仲間入りし，パリ講和会

議に代表を派遣して，日本の二十一か条要求の破棄を求めた。講和会

議で破棄の要求が否決されると，1919年 5月 4日，北
ペ

京
キン

の学生は天
てん

安
あん

門
もん

前で集会を開き，二十一か条の要求の破棄，山東省権益の返還など

を要求し，日本および中国政府に抗議運動を起こした（五・四運動）。

北京での学生の運動がきっかけとなり，三・一独立運動にも刺激され

て，講和会議や日本に抗議する運動が中国全土に広がった。こうした

なかで，中国はヴェルサイユ条約の調印を拒否した。

　帝国主義からの解放をめざす動きは，さらにインド，インドネシア，

ベトナムなど，アジア各地に広がった。インドでは，イギリスの植民

地支配に対して，ガンディーによる非暴力・不服従運動がおこなわれ

た。
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2アメリカは，イギリス・オ
ランダ・中国と協力して，対
日経済封

ふう

鎖
さ

を強めた。日本は
この情勢をABCD包囲陣とよ
んだ。アメリカ（A）・イギリ
ス（B）・中国（C）・オランダ
（D）が連

れん

携
けい

して日本を窮地に
立たせているとして，危機感
を強調するためであった。
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数字 戦闘の年月【太平洋戦争要図】

【ビルマの油田地帯を攻撃す
る日本軍】（1942年）

【フィリピン占領】（1942年，
バターン半島）　自力で歩い
て移送されるアメリカ軍捕

ほ

虜
りょ

たち。

たため，石油の大部分をアメリカからの輸入に依存し

ていた日本には大きな打撃となった。日本では，対米

強硬を主張していた陸軍を中心に開戦論が強まった。

　いっぽう，1941年 8月，アメリカとイギリスは，ファシズムに対抗

する決意と戦後の平和構想を明らかにした（大西洋憲章）。これにソ連

も加わり，翌年，連合国が形成された。こうして第二次世界大戦は，

ファシズム勢力とそれに反対する勢力との戦いの性格を強めた。

　日本は 9月 6日，天皇が臨席する御
ご

前
ぜん

会議で，日米交渉が10月上旬

までにまとまらない場合は開戦にふみきることを決定した。日米間の

妥協が見いだせないまま，10月，近衛首相は，中国からの撤
てっ

兵
ぺい

に反対

する東
とう

条
じょう

英
ひで

機
き

陸相と対立して総辞職し，かわって東条内閣が成立した。

東条内閣は，11月 5日，御前会議で，12月初頭の開戦と，アメリカと

の交渉継続を決めた。日本の方針と，日本の支配地域を満州事変以前

にもどすことなどを求めたアメリカの案（ハル・ノート）は大きくかけ

離れたものであったため，交渉は絶望的となり，日米交渉は破局をむ

かえた。

 1941（昭和16）年12月 8日，日本陸軍はイギリスの

植民地マレー半島北部で上陸作戦を開始し，海軍

はハワイの真
しん

珠
じゅ

湾
わん

を奇襲して，アメリカ太平洋艦隊に大損害を与えた。

この日，日本はアメリカとイギリスに宣戦を布告し，アジア太平洋地

域を戦場とする太平洋戦争（アジア太平洋戦争）がはじまった。さらに，

ドイツとイタリアも三国同盟に基づいてアメリカに宣戦し，戦争は世

界規模に拡大した。日本軍の主戦場は中国大陸であり，太平洋上の戦

闘がはじまったのちも，中国では長期にわたる戦闘が続いた。
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太平洋戦争の開始
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　開戦直後，政府は，1937（昭和12）年以来の
「支

し

那
な

事変」をふくめて，戦争の名称を「大東亜
戦争」とした。「大東亜共栄圏」をつくるという
のが理由であった。開戦後，アメリカはこの戦
争を「太平洋戦争」とよんだ。戦後の日本では
「太平洋戦争」を用いることが多くなったが，近
年では，日本の侵略が太平洋地域だけでなくア
ジアにもおよんだことを重視して，「アジア太
平洋戦争」のよび方が広がっている。一方で，
柳
りゅう

条
じょう

湖
こ

事件から太平洋戦争終結までを「十五年
戦争」とよぶことも多い。戦争状態は約15年間
実質的に継続しており，日本の対外的侵略の衝
動を重視した表現が「十五年戦争」だといえよ
う。このように戦争の呼称には，戦争の性格や
目的がふくまれていることを理解することが
大事である。

この戦争をどうよぶか
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11990年代に入ると，中国政
府の要請をうけた日本政府は，
中国各地に化学兵器が残され
たままになっていることを認
め，資金を出して処理をおこ
ないはじめた。

【民衆の支配】　左は宮
きゅう

城
じょう

遙
よう

拝
はい

をする朝鮮の人々。上は，イ
ンドネシアでの日本語教育。

日本陸軍は，細菌戦準備の

ため1932（昭和 7）年に関東軍防
ぼう

疫
えき

班を設立し，

その後，中国ハルビン郊外にその本部と実験施

設を移転した。ノモンハン事件ではじめて細菌

戦を実施した軍は，防疫班の規模を拡張して，

1940年から関東軍防疫給水部と改称した。この

細菌戦部隊は731部隊とよばれ，ペスト・腸チ

フス・コレラなどの病原菌を兵器にして，1942

年からは中国戦線で細菌戦を実施した。また，

中国人などを「マルタ」とよんで人体実験をおこ

ない，敗戦時までに3000人あまりを死亡させた。

　敗戦後，アメリカは731部隊が開発した技術

を入手するためにこの部隊の幹部を免
めん

責
せき

したた

め，彼らが公的な責任を問われることはなかっ

た。

（→p.123）

731部隊

【731部隊が細菌をつくっていた工場跡】 

送られた。慰安所は，中国・香港・シンガポール・オランダ領東イン

ドから，日本の沖縄諸島・北海道・樺
から

太
ふと

などにまでおよんだ。

 日本の軍事支配は，各地で日本に対する抵抗運動

をよびさました。中国では，毛
もう

沢
たく

東
とう

らの指導する

中国共産党系の軍が抗日運動を展開した。日本軍は抗日運動に徹底し

た弾圧を加え，中国側は，これらの弾圧を，奪いつくし，殺しつくし，

焼きつくす三
さん

光
こう

作戦とよんだ。この弾圧では，国際法に違反した毒ガ

スなどの生物化学兵器も使用された。

　占領地では，日本軍に協力して植民地支配からの独立を考える指導

者や民衆もいたが，日本の支配が強まるなかで，支配への抵抗が広が

っていった。ベトナムでは，ホー・チ・ミンの指導するベトナム独立

同盟，フィリピンでは抗日人民軍など，日本への抵抗組織がつぎつぎ

とつくられていった。

　中国，朝鮮，フィリピン，マレー半島，ベトナムなどで広がった抗

日運動は，戦後の解放と独立の準備につながっていった。

占領と抵抗
マオツォトン1893〜1976

1

1890〜1969

（→p.148）
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2日本国憲法により，憲法改
正の発議には衆参両院でそれ
ぞれ 3分の 2以上の賛成が必
要であり，革新勢力は 3分の
1以上の議席確保でこれをは
ばみつづけた。

【自由民主党結成大会】　

【国会におしよせた安保改定に反対す
るデモ隊】　強行採決からいっさいの
国会審議が止まったまま，30日後の 6
月19日，新安保条約は自然承認された。

3事前協議制の運用には密約
があるなどの問題が指摘され
ている。

4アメリカ軍兵士と家族に関
する裁判権など従来からの特
権は維持され，議論になって
いる。

 1954（昭和29）年12月，長期に続いた吉
よし

田
だ

内閣が，

自由党分裂をきっかけに総辞職し，再軍備と憲法

改正をかかげる鳩山一郎内閣（日本民主党）が発足した。「片
かた

面
めん

講和」に

賛成か否かをめぐって左右に分裂していた日本社会党は，「逆コース」

のなかで1955年10月に再統一し，保守勢力に対抗して「護
ご

憲
けん

」をかかげ

た。日本民主党は，11月に自由党とのあいだに保守合同を実現させ，

自由民主党（自民党）を結成した。

　このようにして，保守合同で自由民主党をつくり，対抗する野党が

日本社会党を中心に 3分の 1程度の議席を国会にしめ，保守派優位の

もとで安定するという政治体制（55年体制）が形成された。

 1957（昭和32）年に成立した岸信介内閣は，基地反

対運動の高まりのなかで，極端に従属的な日米安

全保障条約の改定をめざした。改定交渉は，政府と革新勢力との対立

が強まっていた1958年からおこなわれ，1960年 1月，日米相互協力及

び安全保障条約（新日米安
あん

保
ぽ

条約）が調印された。新条約ではアメリカ

の日本防衛義務が明確化され，在日アメリカ軍の行動に事前協議制が

設けられた。また日米行政協定にかわって日米地位協定が

結ばれ，日本にアメリカ軍駐留費負担義務はなくなった。

　国内では，日本がアメリカの東アジア戦略体制に深く組

みこまれるとする反対意見が広がった。 5月，政府が衆議

院で条約承認を強行採決すると，反対運動は急速に高まり，

与党からも政府に批判的な動きがあらわれ，岸内閣は 6月

に総辞職した。

55年体制の成立

1883〜1959

2

日米安保条約の改
定と安保反対運動

1896〜1987
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1950年代のな

かばになると，第二次世界大戦後に独立した

国々から，東西両陣営による冷戦のなかで，非

同盟の立場から平和を求める動きがあらわれた。

1954（昭和29）年，中国の周
しゅう

恩
おん

来
らい

首相とインドの

ネルー首相が平和五原則を発表し，翌年にはイ

ンドネシアのバンドンで，第 1回アジア・アフ

リカ会議（バンドン会議）が日本をふくむ29か国

の参加で開かれた。これらの勢力は影響力を広

げ，第三世界としての独自の主張をした。

　また軍事独裁政権を倒す革命が起きたキュー

バでは，新政権が東側陣営に接近し，1962年に

ソ連のミサイル基地建設をめぐり，米ソ核戦争

の危機が発生した（キューバ危機）。ソ連のミサ

イル撤去でこの危機が回避されたのち，東西両

陣営の「平和共存」が唱えられた。

第三世界の台頭と平和共存
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正の発議には衆参両院でそれ
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1以上の議席確保でこれをは
ばみつづけた。
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月19日，新安保条約は自然承認された。

3事前協議制の運用には密約
があるなどの問題が指摘され
ている。

4アメリカ軍兵士と家族に関
する裁判権など従来からの特
権は維持され，議論になって
いる。

 1954（昭和29）年12月，長期に続いた吉
よし

田
だ

内閣が，

自由党分裂をきっかけに総辞職し，再軍備と憲法

改正をかかげる鳩山一郎内閣（日本民主党）が発足した。「片
かた

面
めん

講和」に

賛成か否かをめぐって左右に分裂していた日本社会党は，「逆コース」

のなかで1955年10月に再統一し，保守勢力に対抗して「護
ご

憲
けん

」をかかげ

た。日本民主党は，11月に自由党とのあいだに保守合同を実現させ，

自由民主党（自民党）を結成した。

　このようにして，保守合同で自由民主党をつくり，対抗する野党が

日本社会党を中心に 3分の 1程度の議席を国会にしめ，保守派優位の
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び安全保障条約（新日米安
あん

保
ぽ
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院で条約承認を強行採決すると，反対運動は急速に高まり，

与党からも政府に批判的な動きがあらわれ，岸内閣は 6月

に総辞職した。
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【ベルリンの壁崩壊】　西ベ
ルリンは東ドイツに囲まれ
た西側陣営の飛び地であっ
たが，1961年，東ドイツは，
西ベルリンを取り囲むよう
に壁を築き，市民が自由に
往来できないようにした
（左）。冷戦の象徴であった
ベルリンの壁は，建設開始
から28年後，市民によって
取りこわされた（右）。

【マルタ会談】　1989年12月，
地中海のマルタ島でおこなわ
れた米ソ首脳会談は，冷戦を
終結させる画期的な会談とな
った。

冷戦の終
しゅう

焉
えん

と
国際社会の変容

　冷戦の終焉が，日本の
外交やさまざまな対外的
な活動に与えた影響につ
いて考えよう。

冷戦の終焉と日本22

 1970年代にすでに経済が停
てい

滞
たい

しはじめていたソ連

は，アフガニスタンへの侵
しん

攻
こう

による軍事的負担な

どで国力が低下した。そこで，1985（昭和60）年に共産党書記長に就任

したゴルバチョフは，ペレストロイカとよばれる改革をおこない，共

産党の独裁体制や計画経済の見直しを進めた。外交面では西側陣営の

国々との関係改善をはかり，軍縮の推進やアフガニスタンからの撤退

をおこない，1989年，マルタ島で開かれたアメリカのブッシュ大統領

との会談で冷戦の終結を確認した。

　この間，ソ連の影響下におかれていた東欧諸国では，民主化運動が

高まった。1989年，共産党政権がつぎつぎと崩壊し，「ベルリンの壁」

が取りこわされ，翌年には東西ドイツが統一した。また，ソ連の国内

でも民族運動が高まった。1991年，巻き返しをねらった保守派のクー

デタの失敗をきっかけにソ連は解体し，ロシア連邦などが独立した。

 二つの陣営が世界規模で対立した冷戦が終わった

結果，その下でおさえこまれていた民族や宗教な

どをめぐる対立が顕
けん

在
ざい

化し，ユーゴスラヴィアをはじめ各地で地域紛

争が頻
ひん

発
ぱつ

するようになった。それを解決する役割を期待されたのは，

冷戦時代には米ソ対立のために十分に機能しなかった国連であった。

　1990（平成 2）年にクウェートに侵攻したイラクに対して国連は制裁

を決議し，それに基づいてアメリカを中心に多
た

国
こく

籍
せき

軍が編成され，翌

年，イラク軍を撃退した（湾
わん

岸
がん

戦争）。世界平和の面でも国際貢
こう

献
けん

を求

められた日本は，海
かい

部
ふ

内閣が多国籍軍に対する多額の資金援助をおこ

ない，停戦後に掃
そう

海
かい

艇
てい

をペルシア湾に派遣した。

　国連は平和維持活動（PKO）の役割を拡大させ，従来からの停戦や

冷戦の終焉

1931〜　

1924〜　

国際協調への動き

（→p.16）
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たが，1961年，東ドイツは，
西ベルリンを取り囲むよう
に壁を築き，市民が自由に
往来できないようにした
（左）。冷戦の象徴であった
ベルリンの壁は，建設開始
から28年後，市民によって
取りこわされた（右）。

【マルタ会談】　1989年12月，
地中海のマルタ島でおこなわ
れた米ソ首脳会談は，冷戦を
終結させる画期的な会談とな
った。

冷戦の終
しゅう

焉
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と
国際社会の変容

　冷戦の終焉が，日本の
外交やさまざまな対外的
な活動に与えた影響につ
いて考えよう。
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は，アフガニスタンへの侵
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による軍事的負担な

どで国力が低下した。そこで，1985（昭和60）年に共産党書記長に就任

したゴルバチョフは，ペレストロイカとよばれる改革をおこない，共

産党の独裁体制や計画経済の見直しを進めた。外交面では西側陣営の

国々との関係改善をはかり，軍縮の推進やアフガニスタンからの撤退

をおこない，1989年，マルタ島で開かれたアメリカのブッシュ大統領

との会談で冷戦の終結を確認した。

　この間，ソ連の影響下におかれていた東欧諸国では，民主化運動が

高まった。1989年，共産党政権がつぎつぎと崩壊し，「ベルリンの壁」

が取りこわされ，翌年には東西ドイツが統一した。また，ソ連の国内

でも民族運動が高まった。1991年，巻き返しをねらった保守派のクー

デタの失敗をきっかけにソ連は解体し，ロシア連邦などが独立した。

 二つの陣営が世界規模で対立した冷戦が終わった

結果，その下でおさえこまれていた民族や宗教な
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するようになった。それを解決する役割を期待されたのは，

冷戦時代には米ソ対立のために十分に機能しなかった国連であった。

　1990（平成 2）年にクウェートに侵攻したイラクに対して国連は制裁

を決議し，それに基づいてアメリカを中心に多
た

国
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【内閣と与党の変遷】

【財政赤字と消費税率の推移】

閣はアフガニスタン攻撃やイラク戦争でアメリカに協力する 

一方，郵政事業の民営化など新自由主義的改革を本格的にお

し進めた。しかし，その結果，自民党の支持基盤を掘りくず

したばかりか，貧富の格
かく

差
さ

や都市と地方の格差を拡大したと

いう批判がしだいに高まった。

　第 1次安
あ

倍
べ

晋
しん

三
ぞう

内閣は，教育基本法の改正，防衛庁の省へ

の昇格，憲法改正のための国民投票法の制定など，保守的な

政策をとったが，2007年の参議院選挙で敗北して退陣した。

その後も自民・公明両党を与党とする福
ふく

田
だ

康
やす

夫
お

内閣と麻
あそ

生
う

太
た

郎
ろう

内閣が続いたが，有権者の支持を回復できなかった。

 2009（平成21）年の衆議院議員総選挙で，民主党が

圧勝し，社会民主党・国民新党とともに鳩
はと

山
やま

由
ゆ

紀
き

夫
お

を首相とする連立内閣をつくった。自民・民主の二大政党間の本格

的な政権交代が実現したのである。しかし，翌年，鳩山内閣は普
ふ

天
てん

間
ま

基地問題をめぐる社民党の連立離脱をきっかけに退陣した。つぎの菅
かん

 

直
なお

人
と

内閣は消費税の引き上げをめざし，野
の

田
だ

佳
よし

彦
ひこ

内閣がその道筋をつ

けたが，民主党の分裂をまねいた。

　2012年の総選挙で民主党は大敗し，自民・公明両党による第 2次安

倍内閣が成立した。安倍内閣は，大規模な金融緩
かん

和
わ

，公共事業などの

財政出動，規制緩和をはじめとする成長戦略の三つを柱とする経済政

策をうちだした。また，特定秘密保護法や安全保障関連法を成立させ，

憲法の改正をめざすなど，保守的な政策も推進した。

（→p.189）
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　世界の大多数の国々が選
挙権年齢を18歳以上と定
めているが，日本では1945
年以来，20歳以上とされて
きた。2015年，それが満18
歳以上に引き下げられ，選
挙運動も認められるように
なった。少子高齢化が進む
なか，日本の未来を担う若
者が主体的に政治にかかわ
ることが期待されている。

18歳選挙権
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【内閣と与党の変遷】

【財政赤字と消費税率の推移】

閣はアフガニスタン攻撃やイラク戦争でアメリカに協力する 

一方，郵政事業の民営化など新自由主義的改革を本格的にお

し進めた。しかし，その結果，自民党の支持基盤を掘りくず

したばかりか，貧富の格
かく

差
さ

や都市と地方の格差を拡大したと

いう批判がしだいに高まった。

　第 1次安
あ

倍
べ

晋
しん

三
ぞう

内閣は，教育基本法の改正，防衛庁の省へ

の昇格，憲法改正のための国民投票法の制定など，保守的な

政策をとったが，2007年の参議院選挙で敗北して退陣した。

その後も自民・公明両党を与党とする福
ふく

田
だ

康
やす

夫
お

内閣と麻
あそ

生
う

太
た

郎
ろう

内閣が続いたが，有権者の支持を回復できなかった。

 2009（平成21）年の衆議院議員総選挙で，民主党が

圧勝し，社会民主党・国民新党とともに鳩
はと

山
やま

由
ゆ

紀
き

夫
お

を首相とする連立内閣をつくった。自民・民主の二大政党間の本格

的な政権交代が実現したのである。しかし，翌年，鳩山内閣は普
ふ

天
てん

間
ま

基地問題をめぐる社民党の連立離脱をきっかけに退陣した。つぎの菅
かん
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内閣がその道筋をつ

けたが，民主党の分裂をまねいた。

　2012年の総選挙で民主党は大敗し，自民・公明両党による第 2次安

倍内閣が成立した。安倍内閣は，大規模な金融緩
かん

和
わ

，公共事業などの

財政出動，規制緩和をはじめとする成長戦略の三つを柱とする経済政

策をうちだした。また，特定秘密保護法や安全保障関連法を成立させ，

憲法の改正をめざすなど，保守的な政策も推進した。

（→p.189）
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　世界の大多数の国々が選
挙権年齢を18歳以上と定
めているが，日本では1945
年以来，20歳以上とされて
きた。2015年，それが満18
歳以上に引き下げられ，選
挙運動も認められるように
なった。少子高齢化が進む
なか，日本の未来を担う若
者が主体的に政治にかかわ
ることが期待されている。

18歳選挙権
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【阪神・淡路大震災でのボラン
ティア活動】

よりよい未来に
むけて

　現在の社会を近現代史
を通じて分析し，よりよ
い社会の実現のために未
来にむけて考えよう。

 現在，ヨーロッパで誕生し，日本でも明治維新を

通じて成立した近代国民国家の相対化が進んでい

る。航空機やインターネットの発展などによって国境を越えた人々の

交流が活発化し，国際的な金融取り引きが増大するなど，グローバル

化が急速に進展している。国連をはじめとする国際機関の役割が高ま

り，人権，労働，環境などの分野ではグローバルな規
き

範
はん

が重要な意味

を持つようになっている。また，EUの発展にみられるように地域的

な枠
わく

組みも形成されてきている。

　各国の内部では，民族や文化などの多様性を承認する動きが進むと

ともに，地方の政治的自立性が強まりつつある。日本でも，1997（平

成 9）年にアイヌ文化振
しん

興
こう

法が制定され，2008年には「アイヌ民族を先

住民族とすることを求める決議」が国会で採択された。また，地方分

権が推進されている。

　こうして，近代国民国家が持つ主権の絶対性がゆらぎ，世界（グロ

ーバル），地域（リージョナル），国（ナショナル），地方（ローカル）と

いった重層的な世界が出現しつつある。だが，それは一面で人々に不

安を与え，ナショナリズムの高まりも生じている。

 日本では近年，深刻な自然災害があいついで発生

している。1995（平成 7）年の阪
はん

神
しん

・淡
あわ

路
じ

大震災，

2004年の新潟県中
ちゅう

越
えつ

地震に続いて，2011年 3月11日，三
さん

陸
りく

沖
おき

を震源と

するマグニチュード9.0の大地震が起き，東北地方の太平洋沿岸を中

心に巨大な津波がおしよせた。この東日本大震災による被害は甚
じん

大
だい

で

あり，死者・行方不明者が 2万人近くにのぼった。

　阪神・淡路大震災では，市民が無
む

償
しょう

で自発的に活動するボランティ

アが，被災者の支援で大きな役割を果たした。これをきっかけに，

NPO（民間非営利組織）に法人格を与え，強化するNPO法が成立した。

政府だけが公共の担い手ではなく，市民やNPOも行政や企業と協働

して公共サービスを担う「新しい公共」という考え方も登場している。

 現在，環境などを考慮に入れた「持続可能な発展」

が，世界的にめざされている。その背景には，各

国の経済成長にともなう地球環境問題の深刻化がある。たとえば，石

油や石炭といった化石燃料の大量消費による温暖化は，海面の上昇や

農産物の不作など，世界各地で深刻な問題を引き起こしている。そこ

重層化する世界

自然災害と
市民の役割

近現代史を
学習して
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【萱
かや
野
の
茂
しげる
】（ 1 9 2 6 年 ～

2006年）　アイヌの民具
や民話の収集・記録に尽
力し，二

に

風
ぶ

谷
たに

アイヌ文化
資料館を設立して，館長
をつとめた。1994（平成
6）年にはアイヌ民族初
の国会議員となり，国会
でアイヌ語をまじえて質
問し，アイヌ文化振興法
が成立した翌年，政界を
引退した。その際，文筆
業に専念したいと述べ，
「狩猟民族は足元が明る
いうちに村に帰って，や
れることをやるべし」と
語った。
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年表

時代 天皇 総理 西暦（年号） 政治・経済・社会

212　巻末年表

文化

今上

田中

三木
福田
大平
鈴木
中曽根

竹下
海部
宮沢

細川
羽田・村山

村山
橋本

小渕

森
森・小泉
小泉

小泉・安倍
安倍・福田
福田・麻生
麻生・鳩山
鳩山・菅
菅・野田
安倍

1970（ 〃 45）
1971（ 〃 46）
1972（ 〃 47）
1973（ 〃 48）
1976（ 〃 51）
1978（ 〃  53）
1979（ 〃 54）
1982（ 〃 57）
1985（ 〃 60）
1986（ 〃 61）
1987（ 〃 62）
1988（ 〃 63）
1989（平成元）
1991（ 〃 3）
1992（ 〃 4）
1993（ 〃 5）
1994（ 〃 6）

1995（ 〃 7）
1996（ 〃 8）
1997（ 〃 9）
1998（ 〃 10）
1999（ 〃 11）

2000（ 〃 12）
2001（ 〃 13）
2003（ 〃 15）
2004（ 〃 16）
2005（ 〃 17）

2006（ 〃 18）
2007（ 〃 19）
2008（ 〃 20）
2009（ 〃 21）
2010（ 〃 22）
2011（ 〃 23）
2013（ 〃 25）

2015（ 〃 27）

2016（ 〃 28）
2017（ 〃 29）

2018（ 〃 30）

この年GNP資本主義国第 2位
7光化学スモッグ・静岡県田子の浦のヘドロ問題化
7環境庁発足　11非核三原則決議　12円切り上げ
5沖縄返還実現
2 円の変動相場制移行　10石油ショックはじまる
2ロッキード事件問題化　 6新自由クラブ結成（～86）
5新東京国際（現成田国際）空港開港
6元号法
8公職選挙法改正（参院に比例代表制）
6男女雇用機会均等法公布
12国鉄改革関連法公布（87民営化）
5防衛費予算，GNP 1 ％枠突破
7リクルート事件発覚　12消費税法公布（89．4実施）
7参議院で与野党逆転
バブル経済崩壊
8東京佐川急便事件問題化
8非自民八党派連立政権誕生
3公職選挙法改正（衆議院議員選挙に小選挙区比例代表並立
制導入）　6社会党委員長首班の三党連立内閣成立
1阪神･淡路大震災　 3地下鉄サリン事件
2エイズ薬害で厚相謝罪
5アイヌ文化振興法　11山一証券廃業　12介護保険法成立
4金融ビッグバン
5情報公開法　ガイドライン関連法　 8国旗・国歌法　
9東海村核燃料加工施設で臨界事故発生
7三宅島噴火で全島民避難
1省庁再編　 6ハンセン病補償法　10テロ対策特別措置法
6有事法制関連 3法　 7イラク復興支援特別措置法
6年金改革関連法　有事法制関連7法　10新潟中越地震
4個人情報保護法全面施行　10郵政民有化法成立（07民有
化）
5会社法施行　12教育基本法改正
5国民投票法成立
1薬害肝炎救済法成立　4後期高齢者医療制度導入
5裁判員制度施行

3東日本大震災　福島第一原子力発電所で事故発生
4改正公職選挙法成立（インターネットを使った選挙運動解禁）
12特定秘密保護法成立
６改正公職選挙法成立（選挙権年齢を18歳以上に引き下げ）
９安全保障関連法成立

６天皇の退位等に関する皇室典範特例法成立　改正組織犯
罪処罰法成立（テロ等準備罪の新設）
６改正民法成立（成人年齢を18歳に引き下げ）

1970 日本初の人工衛星打ち上
げ

  日本万国博開催
 72 高松塚古墳壁画発見

 78 稲荷山古墳出土鉄剣の文
字発見

 82 教科書検定，外交問題化

 87 臨時教育審議会答申
 88 青函トンネル・瀬戸大橋

開通
 89 吉野ヶ里遺跡で大規模な

環濠集落跡発見

 94 三内丸山遺跡で大規模な
縄文集落跡発掘

  大江健三郎，ノーベル文
学賞受賞

 97 臓器移植法
 98 飛鳥池で富本銭出土

2000 旧石器発掘のねつ造発覚
 01 中学校歴史教科書検定が

外交問題化
 02 サッカーワールドカップ

日韓共催

 10 改正臓器移植法施行（15歳
未満の臓器移植が可能に）

 11 サッカー女子ワールドカ
ップで日本初優勝

平
成

昭
和 世界朝鮮 中国対外関係

213　

 1970 2 核拡散防止条約に調印　 6安保条約自動延
長

 71 6 沖縄返還協定
 72 9 日中共同声明（日中国交正常化）
 78 8 日中平和友好条約　11日米防衛協力のため

の指針（ガイドライン）決定
 79 6 東京で主要先進国首脳会議（サミット）開催

 85 9プラザ合意
 86 5 東京サミット

 91 4 海上自衛隊ペルシャ湾派遣
 92 6 国連平和維持活動（PKO）協力法　 9陸上自

衛隊カンボジア派遣

 96 4 日米安保共同宣言
 97 9日米新ガイドライン　12京都議定書議決

 2000 7 九州・沖縄サミット
 01 11海上自衛隊インド洋派遣
 02 9 日朝首脳初会談　平壌宣言　北朝鮮，日本

人拉致事実認める
 04 1 自衛隊イラク派遣

 06 5 日米政府，在日米軍再編合意

 08 7 北海道洞爺湖サミット

 10 8 広島平和記念式典に国連総長・米大使初出席

 15 12パリ協定採択

 16 5 米大統領が現職大統領として初の広島訪問

　 　

 1971 中華人民共和国，国連
代表権を回復

73 中東戦争（第4次）
 75 ベトナム戦争終結
 79 米中国交樹立　ソ連，

アフガニスタン侵攻
 80 イラン・イラク戦争

 86 ［比］アキノ政権成立
 88 ソ連，アフガニスタン

から撤退開始
 89 ［中］天安門事件
 90 イラク，クウェート侵攻

韓ソ国交樹立
 91 湾岸戦争　カンボジア

和平協定

 97 香港，中国に返還
 99 マカオ，中国に返還

2000 南北朝鮮首脳初会談
 01 アメリカ，アフガニス

タンへ軍事行動
 03 イラク戦争
 04 スマトラ沖地震

 06 北朝鮮，核実験

 08 ［中］四川大地震

 1971 ドル・ショック
 72 ニクソン訪中

 82 反核運動広がる

 86 ［ソ］チェルノブイリ原
発事故

 87 米ソINF全廃条約
 89 東欧の民主化ひろがる
 90 東西ドイツ統一
 91 ユーゴスラヴィア紛争

米ソ，戦略兵器削減条
約（START）  バルト 3
国独立　ソ連邦解体
CIS結成

 93 チェコ・スロヴァキア
分離 　EU発足

 96 国連で包括的核実験禁
止条約採択

 99 欧州統一通貨（ユーロ）
導入

 2001 ［米］同時多発テロ事件

  04 EU25か国に
 05 京都議定書発効

 08 世界金融危機

 11 南スーダン独立

 17 国連で核兵器禁止条約
採択
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の指針（ガイドライン）決定
 79 6 東京で主要先進国首脳会議（サミット）開催

 85 9プラザ合意
 86 5 東京サミット

 91 4 海上自衛隊ペルシャ湾派遣
 92 6 国連平和維持活動（PKO）協力法　 9陸上自

衛隊カンボジア派遣

 96 4 日米安保共同宣言
 97 9日米新ガイドライン　12京都議定書議決

 2000 7 九州・沖縄サミット
 01 11海上自衛隊インド洋派遣
 02 9 日朝首脳初会談　平壌宣言　北朝鮮，日本

人拉致事実認める
 04 1 自衛隊イラク派遣

 06 5 日米政府，在日米軍再編合意

 08 7 北海道洞爺湖サミット

 10 8 広島平和記念式典に国連総長・米大使初出席

 15 12パリ協定採択

 16 5 米大統領が現職大統領として初の広島訪問

　 　

 1971 中華人民共和国，国連
代表権を回復

73 中東戦争（第4次）
 75 ベトナム戦争終結
 79 米中国交樹立　ソ連，

アフガニスタン侵攻
 80 イラン・イラク戦争

 86 ［比］アキノ政権成立
 88 ソ連，アフガニスタン

から撤退開始
 89 ［中］天安門事件
 90 イラク，クウェート侵攻

韓ソ国交樹立
 91 湾岸戦争　カンボジア

和平協定

 97 香港，中国に返還
 99 マカオ，中国に返還

2000 南北朝鮮首脳初会談
 01 アメリカ，アフガニス

タンへ軍事行動
 03 イラク戦争
 04 スマトラ沖地震

 06 北朝鮮，核実験

 08 ［中］四川大地震

 1971 ドル・ショック
 72 ニクソン訪中

 82 反核運動広がる

 86 ［ソ］チェルノブイリ原
発事故

 87 米ソINF全廃条約
 89 東欧の民主化ひろがる
 90 東西ドイツ統一
 91 ユーゴスラヴィア紛争

米ソ，戦略兵器削減条
約（START）  バルト 3
国独立　ソ連邦解体
CIS結成

 93 チェコ・スロヴァキア
分離 　EU発足

 96 国連で包括的核実験禁
止条約採択

 99 欧州統一通貨（ユーロ）
導入

 2001 ［米］同時多発テロ事件

  04 EU25か国に
 05 京都議定書発効

 08 世界金融危機

 11 南スーダン独立

 17 国連で核兵器禁止条約
採択
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時代 天皇 総理 西暦（年号） 政治・経済・社会

212　巻末年表

文化

明仁
（平成の
天皇）

今上

田中

三木
福田
大平
鈴木
中曽根

竹下
海部
宮沢

細川
羽田・村山

村山
橋本

小渕

森
森・小泉
小泉

小泉・安倍
安倍・福田
福田・麻生
麻生・鳩山
鳩山・菅
菅・野田
安倍

1970（ 〃 45）
1971（ 〃 46）
1972（ 〃 47）
1973（ 〃 48）
1976（ 〃 51）
1978（ 〃  53）
1979（ 〃 54）
1982（ 〃 57）
1985（ 〃 60）
1986（ 〃 61）
1987（ 〃 62）
1988（ 〃 63）
1989（平成元）
1991（ 〃 3）
1992（ 〃 4）
1993（ 〃 5）
1994（ 〃 6）

1995（ 〃 7）
1996（ 〃 8）
1997（ 〃 9）
1998（ 〃 10）
1999（ 〃 11）

2000（ 〃 12）
2001（ 〃 13）
2003（ 〃 15）
2004（ 〃 16）
2005（ 〃 17）

2006（ 〃 18）
2007（ 〃 19）
2008（ 〃 20）
2009（ 〃 21）
2010（ 〃 22）
2011（ 〃 23）
2013（ 〃 25）

2015（ 〃 27）

2016（ 〃 28）
2017（ 〃 29）

2018（ 〃 30）
2019（令和元）

この年GNP資本主義国第 2位
7光化学スモッグ・静岡県田子の浦のヘドロ問題化
7環境庁発足　11非核三原則決議　12円切り上げ
5沖縄返還実現
2 円の変動相場制移行　10石油ショックはじまる
2ロッキード事件問題化　 6新自由クラブ結成（～86）
5新東京国際（現成田国際）空港開港
6元号法
8公職選挙法改正（参院に比例代表制）
6男女雇用機会均等法公布
12国鉄改革関連法公布（87民営化）
5防衛費予算，GNP 1 ％枠突破
7リクルート事件発覚　12消費税法公布（89．4実施）
7参議院で与野党逆転
バブル経済崩壊
8東京佐川急便事件問題化
8非自民八党派連立政権誕生
3公職選挙法改正（衆議院議員選挙に小選挙区比例代表並立
制導入）　6社会党委員長首班の三党連立内閣成立
1阪神･淡路大震災　 3地下鉄サリン事件
2エイズ薬害で厚相謝罪
5アイヌ文化振興法　11山一証券廃業　12介護保険法成立
4金融ビッグバン
5情報公開法　ガイドライン関連法　 8国旗・国歌法　
9東海村核燃料加工施設で臨界事故発生
7三宅島噴火で全島民避難
1省庁再編　 6ハンセン病補償法　10テロ対策特別措置法
6有事法制関連 3法　 7イラク復興支援特別措置法
6年金改革関連法　有事法制関連7法　10新潟中越地震
4個人情報保護法全面施行　10郵政民有化法成立（07民有
化）
5会社法施行　12教育基本法改正
5国民投票法成立
1薬害肝炎救済法成立　4後期高齢者医療制度導入
5裁判員制度施行

3東日本大震災　福島第一原子力発電所で事故発生
4改正公職選挙法成立（インターネットを使った選挙運動解禁）
12特定秘密保護法成立
６改正公職選挙法成立（選挙権年齢を18歳以上に引き下げ）
９安全保障関連法成立

６天皇の退位等に関する皇室典範特例法成立　改正組織犯
罪処罰法成立（テロ等準備罪の新設）
６改正民法成立（成人年齢を18歳に引き下げ）
５皇位継承にともない平成から令和へ改元

1970 日本初の人工衛星打ち上
げ

  日本万国博開催
 72 高松塚古墳壁画発見

 78 稲荷山古墳出土鉄剣の文
字発見

 82 教科書検定，外交問題化

 87 臨時教育審議会答申
 88 青函トンネル・瀬戸大橋

開通
 89 吉野ヶ里遺跡で大規模な

環濠集落跡発見

 94 三内丸山遺跡で大規模な
縄文集落跡発掘

  大江健三郎，ノーベル文
学賞受賞

 97 臓器移植法
 98 飛鳥池で富本銭出土

2000 旧石器発掘のねつ造発覚
 01 中学校歴史教科書検定が

外交問題化
 02 サッカーワールドカップ

日韓共催

 10 改正臓器移植法施行（15歳
未満の臓器移植が可能に）

 11 サッカー女子ワールドカ
ップで日本初優勝

平
成

昭
和

令
和
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 1970 2 核拡散防止条約に調印　 6安保条約自動延
長

 71 6 沖縄返還協定
 72 9 日中共同声明（日中国交正常化）
 78 8 日中平和友好条約　11日米防衛協力のため

の指針（ガイドライン）決定
 79 6 東京で主要先進国首脳会議（サミット）開催

 85 9プラザ合意
 86 5 東京サミット

 91 4 海上自衛隊ペルシャ湾派遣
 92 6 国連平和維持活動（PKO）協力法　 9陸上自

衛隊カンボジア派遣

 96 4 日米安保共同宣言
 97 9日米新ガイドライン　12京都議定書議決

 2000 7 九州・沖縄サミット
 01 11海上自衛隊インド洋派遣
 02 9 日朝首脳初会談　平壌宣言　北朝鮮，日本

人拉致事実認める
 04 1 自衛隊イラク派遣

 06 5 日米政府，在日米軍再編合意

 08 7 北海道洞爺湖サミット

 10 8 広島平和記念式典に国連総長・米大使初出席

 15 12パリ協定採択

 16 5 米大統領が現職大統領として初の広島訪問

 19 ６G20大阪サミット

　 　

 1971 中華人民共和国，国連
代表権を回復

73 中東戦争（第4次）
 75 ベトナム戦争終結
 79 米中国交樹立　ソ連，

アフガニスタン侵攻
 80 イラン・イラク戦争

 86 ［比］アキノ政権成立
 88 ソ連，アフガニスタン

から撤退開始
 89 ［中］天安門事件
 90 イラク，クウェート侵攻

韓ソ国交樹立
 91 湾岸戦争　カンボジア

和平協定

 97 香港，中国に返還
 99 マカオ，中国に返還

2000 南北朝鮮首脳初会談
 01 アメリカ，アフガニス

タンへ軍事行動
 03 イラク戦争
 04 スマトラ沖地震

 06 北朝鮮，核実験

 08 ［中］四川大地震

 1971 ドル・ショック
 72 ニクソン訪中

 82 反核運動広がる

 86 ［ソ］チェルノブイリ原
発事故

 87 米ソINF全廃条約
 89 東欧の民主化ひろがる
 90 東西ドイツ統一
 91 ユーゴスラヴィア紛争

米ソ，戦略兵器削減条
約（START）  バルト 3
国独立　ソ連邦解体
CIS結成

 93 チェコ・スロヴァキア
分離 　EU発足

 96 国連で包括的核実験禁
止条約採択

 99 欧州統一通貨（ユーロ）
導入

 2001 ［米］同時多発テロ事件

  04 EU25か国に
 05 京都議定書発効

 08 世界金融危機

 11 南スーダン独立

 17 国連で核兵器禁止条約
採択

 19 米露INF全廃条約失効
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219

滝川幸辰（1891〜 1962）	 120
田口卯吉（1855〜 1905）	 48
竹下登（1924〜 2000）	 192
太宰治（1909〜 48）	 155, 171
田中角栄（1918〜 93）	 178, 182, 183
田中義一（1864〜 1929）	 109, 112, 113,
  116
田中正造（1841〜 1913）	 86
谷崎潤一郎（1886〜 1965）	 154, 171
田山花袋（1871〜 1930）	 92
段祺瑞（1865〜 1936）	 97
団琢磨（1858〜 1932）	 54, 120

ち
チャーチル（1874〜 1965）	 146
張学良（1901〜 2001）	 122
張作霖（1875〜 1928）	 113, 122

つ
月岡芳年（1839〜 92）	 66
津田梅子（1864〜 1929）	 65
津田左右吉（1873〜 1961）	 125
坪内逍遥（1859〜 1935）	 68, 92

て・と
手塚治虫（1928〜 89）	 6, 172
寺内正毅（1852〜 1919）	 82, 100, 108
寺島宗則（1832〜 93）	 63
東洲斎写楽（生没年不詳）	 66
東条英機（1884〜 1948）	 127, 132, 134,
 151
徳川家定（1824〜 58）	 38
徳川家茂（慶福）（1846〜 66）	 38, 40
徳川斉昭（1800〜 60）	 32, 34, 38
徳川（一橋）慶喜（1837〜 1913）
	 38, 40, 41
徳富蘇峰（1863〜 1957）	 77
徳冨蘆花（1868〜 1927）	 68
徳永直（1899〜 1958）	 120
ドッジ（1890〜 1964）	 157
豊田佐吉（1867〜 1930）	 84, 143

な
中岡慎太郎（1838〜 67）	 40
長岡半太郎（1865〜 1950）	 92
中曽根康弘（1918〜　）	 183
中野重治（1902〜 79）	 120
中浜万次郎→ジョン万次郎
中村正直（1832〜 91）	 48
夏目漱石（1867〜 1916）	 92

に・ね・の
新島襄（1843〜 90）	 64
ニクソン（1913〜 94）	 178, 180
西周（1829〜 97）	 48
新渡戸稲造（1862〜 1933）	 89
野口英世（1876〜 1928）	 92
野田佳彦（1957〜　）	 193
野間宏（1915〜 91）	 155, 171

は
パークス（1828〜 85）	 39
朴正熙（1917〜 79）	 161
橋本雅邦（1835〜 1908）	 67
橋本左内（1834〜 59）	 38
橋本龍太郎（1937〜 2006）	161, 189, 192
羽田孜（1935〜 2017）	 192

鳩山一郎（1883〜 1959）	 156, 161, 162,
  163
鳩山由紀夫（1947〜　）	 191, 193
浜口雄幸（1870〜 1931）	 113, 116, 120
早川徳次（1893〜 1980）	 157
林銑十郎（1876〜 1943）	 122
林芙美子（1903〜 51）	 129
原敬（1856〜 1921）	 108
ハリス（1804〜 78）	 34

ひ
東久邇宮稔彦（1887〜 1990）	 150
樋口一葉（1872〜 96）	 90
ビゴー（1860〜 1927）	 62
一橋（徳川）慶喜（1837〜 1913）	 38, 40
ヒトラー（1889〜 1945）	 122, 146
平塚らいてう（1886〜 1971）	 78, 102
平沼騏一郎（1867〜 1952）	 125
広田弘毅（1878〜 1948）	 121, 122
閔妃（1851〜 95）	 72, 75

ふ
フェノロサ（1853〜 1908）	 65, 67
溥儀（1906〜 67）	 118
福岡孝弟（1835〜 1919）	 43
福沢諭吉（1834〜 1901）	 48, 64, 73
福田赳夫（1905〜 95）	 179, 182
福田康夫（1936〜　）	 193
二葉亭四迷（1864〜 1909）	 92
プチャーチン（1804〜 83）	 34
ブッシュ〔父〕（1924〜　）	 188
ブッシュ〔息子〕（1946〜　）	 189
古河市兵衛（1832〜 1903）	 86
フルベッキ（1830〜 98）	 64

へ
ヘボン（1815〜 1911）	 64
ペリー（1794〜 1858）	 33, 34, 35, 53
ベルツ（1849〜 1913）	 65

ほ
ボアソナード（1825〜 1910）	 61, 65
細川護熙（1938〜　）	 192
ホー・チ・ミン（1890〜 1969）	 133
堀田正睦（1810〜 64）	 34
穂積八束（1860〜 1912）	 61

ま
前島密（1835〜 1919）	 47
前原一誠（1834〜 76）	 51
牧野富太郎（1862〜 1957）	 92
正岡子規（1867〜 1902）	 92
松井須磨子（1886〜 1919）	 68, 145
松岡洋右（1880〜 1946）	 119, 126
マッカーサー（1880〜 1964）	 150
松方正義（1835〜 1924）	 58, 62, 76
松平容保（1835〜 93）	 38
松平慶永（春嶽）（1828〜 90）	 34, 38
丸山真男（1914〜 96）	 155

み
三木武夫（1907〜 88）	 182, 183
三島通庸（1835〜 88）	 58
三島由紀夫（1925〜 70）	 171
水野忠邦（1794〜 1851）	 32
溝口健二（1898〜 1956）	 6, 171
美濃部達吉（1873〜 1948）	 102, 120

美濃部亮吉（1904〜 84）	 125, 177
三宅雪嶺（1860〜 1945）	 77
宮崎駿（1941〜　）	 7
宮沢喜一（1919〜 2007）	 192

む・め
武者小路実篤（1885〜 1976）	 136
ムッソリーニ（1883〜 1945）	 122
陸奥宗光（1844〜 97）	 63, 74
村田清風（1783〜 1855）	 32
村山富市（1924〜　）	 192
明治天皇（1852〜 1912）	 40, 42, 87
明成皇后（閔妃）（1851〜 95）	 75
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【内閣と与党の変遷】

【財政赤字と消費税率の推移】

閣はアフガニスタン攻撃やイラク戦争でアメリカに協力する 

一方，郵政事業の民営化など新自由主義的改革を本格的にお

し進めた。しかし，その結果，自民党の支持基盤を掘りくず

したばかりか，貧富の格
かく

差
さ

や都市と地方の格差を拡大したと

いう批判がしだいに高まった。

　第 1次安
あ

倍
べ

晋
しん

三
ぞう

内閣は，教育基本法の改正，防衛庁の省へ

の昇格，憲法改正のための国民投票法の制定など，保守的な

政策をとったが，2007年の参議院選挙で敗北して退陣した。

その後も自民・公明両党を与党とする福
ふく

田
だ

康
やす

夫
お

内閣と麻
あそ

生
う

太
た

郎
ろう

内閣が続いたが，有権者の支持を回復できなかった。

 2009（平成21）年の衆議院議員総選挙で，民主党が

圧勝し，社会民主党・国民新党とともに鳩
はと

山
やま

由
ゆ

紀
き

夫
お

を首相とする連立内閣をつくった。自民・民主の二大政党間の本格

的な政権交代が実現したのである。しかし，翌年，鳩山内閣は普
ふ

天
てん

間
ま

基地問題をめぐる社民党の連立離脱をきっかけに退陣した。つぎの菅
かん

 

直
なお

人
と

内閣は消費税の引き上げをめざし，野
の

田
だ

佳
よし

彦
ひこ

内閣がその道筋をつ

けたが，民主党の分裂をまねいた。

　2012年の総選挙で民主党は大敗し，自民・公明両党による第 2次安

倍内閣が成立した。安倍内閣は，大規模な金融緩
かん

和
わ

，公共事業などの

財政出動，規制緩和をはじめとする成長戦略の三つを柱とする経済政

策をうちだした。また，特定秘密保護法や安全保障関連法を成立させ，

憲法の改正をめざすなど，保守的な政策も推進した。

（→p.189）
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　世界の大多数の国々が選
挙権年齢を18歳以上と定
めているが，日本では1945
年以来，20歳以上とされて
きた。2015年，それが満18
歳以上に引き下げられ，選
挙運動も認められるように
なった。少子高齢化が進む
なか，日本の未来を担う若
者が主体的に政治にかかわ
ることが期待されている。

18歳選挙権
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時代 天皇 総理 西暦（年号） 政治・経済・社会

212　巻末年表

文化

今上

田中

三木
福田
大平
鈴木
中曽根

竹下
海部
宮沢

細川
羽田・村山

村山
橋本

小渕

森
森・小泉
小泉

小泉・安倍
安倍・福田
福田・麻生
麻生・鳩山
鳩山・菅
菅・野田
安倍

1970（ 〃 45）
1971（ 〃 46）
1972（ 〃 47）
1973（ 〃 48）
1976（ 〃 51）
1978（ 〃  53）
1979（ 〃 54）
1982（ 〃 57）
1985（ 〃 60）
1986（ 〃 61）
1987（ 〃 62）
1988（ 〃 63）
1989（平成元）
1991（ 〃 3）
1992（ 〃 4）
1993（ 〃 5）
1994（ 〃 6）

1995（ 〃 7）
1996（ 〃 8）
1997（ 〃 9）
1998（ 〃 10）
1999（ 〃 11）

2000（ 〃 12）
2001（ 〃 13）
2003（ 〃 15）
2004（ 〃 16）
2005（ 〃 17）

2006（ 〃 18）
2007（ 〃 19）
2008（ 〃 20）
2009（ 〃 21）
2010（ 〃 22）
2011（ 〃 23）
2013（ 〃 25）

2015（ 〃 27）

2016（ 〃 28）
2017（ 〃 29）
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この年GNP資本主義国第 2位
7光化学スモッグ・静岡県田子の浦のヘドロ問題化
7環境庁発足　11非核三原則決議　12円切り上げ
5沖縄返還実現
2 円の変動相場制移行　10石油ショックはじまる
2ロッキード事件問題化　 6新自由クラブ結成（～86）
5新東京国際（現成田国際）空港開港
6元号法
8公職選挙法改正（参院に比例代表制）
6男女雇用機会均等法公布
12国鉄改革関連法公布（87民営化）
5防衛費予算，GNP 1 ％枠突破
7リクルート事件発覚　12消費税法公布（89．4実施）
7参議院で与野党逆転
バブル経済崩壊
8東京佐川急便事件問題化
8非自民八党派連立政権誕生
3公職選挙法改正（衆議院議員選挙に小選挙区比例代表並立
制導入）　6社会党委員長首班の三党連立内閣成立
1阪神･淡路大震災　 3地下鉄サリン事件
2エイズ薬害で厚相謝罪
5アイヌ文化振興法　11山一証券廃業　12介護保険法成立
4金融ビッグバン
5情報公開法　ガイドライン関連法　 8国旗・国歌法　
9東海村核燃料加工施設で臨界事故発生
7三宅島噴火で全島民避難
1省庁再編　 6ハンセン病補償法　10テロ対策特別措置法
6有事法制関連 3法　 7イラク復興支援特別措置法
6年金改革関連法　有事法制関連7法　10新潟中越地震
4個人情報保護法全面施行　10郵政民有化法成立（07民有
化）
5会社法施行　12教育基本法改正
5国民投票法成立
1薬害肝炎救済法成立　4後期高齢者医療制度導入
5裁判員制度施行

3東日本大震災　福島第一原子力発電所で事故発生
4改正公職選挙法成立（インターネットを使った選挙運動解禁）
12特定秘密保護法成立
６改正公職選挙法成立（選挙権年齢を18歳以上に引き下げ）
９安全保障関連法成立

６天皇の退位等に関する皇室典範特例法成立　改正組織犯
罪処罰法成立（テロ等準備罪の新設）
６改正民法成立（成人年齢を18歳に引き下げ）

1970 日本初の人工衛星打ち上
げ

  日本万国博開催
 72 高松塚古墳壁画発見

 78 稲荷山古墳出土鉄剣の文
字発見

 82 教科書検定，外交問題化

 87 臨時教育審議会答申
 88 青函トンネル・瀬戸大橋

開通
 89 吉野ヶ里遺跡で大規模な

環濠集落跡発見

 94 三内丸山遺跡で大規模な
縄文集落跡発掘

  大江健三郎，ノーベル文
学賞受賞

 97 臓器移植法
 98 飛鳥池で富本銭出土

2000 旧石器発掘のねつ造発覚
 01 中学校歴史教科書検定が

外交問題化
 02 サッカーワールドカップ

日韓共催

 10 改正臓器移植法施行（15歳
未満の臓器移植が可能に）

 11 サッカー女子ワールドカ
ップで日本初優勝
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